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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 29243
組合名称 ディスコ健康保険組合
形態 単一
業種 機械器具製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

5,377名
男性67.6%

（平均年齢39.3歳）*
女性32.4%

（平均年齢40.1歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 9,595名 -名 -名
適用事業所数 5ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

12ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

80‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 3 - - - -
保健師等 7 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,643 ∕ 2,854 ＝ 92.6 ％
被保険者 2,088 ∕ 2,137 ＝ 97.7 ％
被扶養者 555 ∕ 717 ＝ 77.4 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 199 ∕ 386 ＝ 51.6 ％
被保険者 196 ∕ 349 ＝ 56.2 ％
被扶養者 3 ∕ 37 ＝ 8.1 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 11,934 2,219 - - - -
特定保健指導事業費 10,400 1,934 - - - -
保健指導宣伝費 18,075 3,362 - - - -
疾病予防費 246,254 45,798 - - - -
体育奨励費 0 0 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 340 63 - - - -
　
小計　…a 287,003 53,376 0 - 0 -
経常支出合計　…b 3,686,161 685,542 - - - -
a/b×100 （%） 7.79 - -
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1 ・男女の構成がどの年代もバランスしている
・25代後半〜40代がボリュームゾーン  まだ健康リスクが発生していない人が多い世代のため、健康意識を高め

るための施策や働きかけが必要

2

・コロナ前の2019年度と比較すると2020年度〜2021年度はコロナ禍での受
診控えにより医療費が減少している
・呼吸器、歯科、新生物が経年の医療費でみてもトップ３
・60歳以上が一人あたり医療費がもっとも高い
・医療費は15歳〜30歳までが少ない

 ・早期発見・早期治療のためにも健診の受診率を上げる必要がある
・医療費が高くなる＝重症化する前に、早期治療をしてもらうための二
次検査受診や生活習慣の改善をしてもらう必要がある
・歯科は治療ではなく、予防歯科に力を入れる必要がある
・がん検診の受診率を向上させてる必要がある
・60歳以上のシニアの医療費が多額にならないよう、早期発見・早期治
療や適正受診などの施策を打っていく必要がある



3
・高血圧症、糖尿病、脂質異常症の対象者が増えている
・2020年度に脳血管疾患の高額レセが発生したが、その後は落ち着いてい
る
・生活習慣病レセプト発生者一人あたり医療費額は落ち着いている

 重症化予防プログラムに参加してもらい重症化しないように生活習慣を
改善してもらう必要がある

4

・6大がんの罹患者は少ないが、定期的に発生する
・6大がんの中では乳がん罹患者が多い  ・働き世代にも罹患者が多い乳がん、子宮がん検診を受診し易くし、受

診者を増やす必要がある
・早期発見・早期治療ができるように、がん検診受診率を向上させる必
要がある
・検診で要精密検査・再検査となった際に二次検査をちゃんと受けても
らえる仕組みや教育が必要

5 ・厚労省統計と比較すると数量ベースで若干ジェネリックの使用率が低い
・厚労省統計と比較すると金額ベースでジェネリックの使用率が高い  ・正しいジェネリックの利用についての啓発を引き続き続けていく必要

がある

6
・利用状況照会を開始した2014年度からは利用件数および金額が大幅に減
少・維持している
・2020年度〜2022年度はコロナ禍での受診控えが発生した

 ・今後も適正利用状態が継続する様に、照会を継続し、利用状況に変化
（利用者が増加、金額が増加）があった場合には、別の施策を取る必要
がある

7
・被保険者の特定健診は事業主側と共同で実施していることもあり、受診率
が高い
・被扶養者の特定健診は受診促進に対策を打っているため、かなり受診率が
高くなったが、コロナ禍の受診控えで2020年度に大幅に減った

 被扶養者向けには、引き続き被保険者向けおよび被扶養者本人向けの受
診促進を実施し、受診するのが当たり前という意識を持ってもらう

8
・コロナ禍の2022年度は実施率が大幅に下がった
・被保険者は目標値程度の実施率だが、被扶養者の実施率が他健保と比較し
ても低い
・特定保健指導の対象者割合は他健保と比較すると低い水準を維持している

 ・今後もリピータが飽きないように参加したいと思わせるコース見直し
を定期的に実施していく必要がある
・被扶養者が受けやすい環境を整える必要がある
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9

・他健保と比べると健診数値は経年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下回っているが、他の項目は業界平均並み
・勤務地によって、健診結果および問診結果の良い項目・悪い項目に特徴が
ある

 ・各事業所・勤務地毎に高いリスクをもっている項目にフォーカスした
施策が必要
・事業所毎にフォーカスした施策を実施する上でも、事業主側の健康担
当者との定期的な状況共有は重要
・ヘルスリテラシーを向上させ、生活習慣病リスクを減らすための取り
組みをしていく必要がある

10
・被保険者の男性の喫煙率は他健保より低いが、女性の喫煙率は他健保と同
等で上回っている年代もある。
・被保険者の喫煙率は徐々に下がってきてはいるが、20代前半および55歳
以上の喫煙率が高い

 ・女性の喫煙対策が必要
・今後も継続的な喫煙対策や岩盤層への働きかけが必要

11
・特定健診対象の40歳以上の受診勧奨の成果か、40歳以上は高い受診率だ
が、40歳未満の受診率は低い
・コロナ禍での受診控えで、2020年度の受診率が大幅に下がった。その後
回復傾向になる。

 ・引き続き、受診案内や受診勧奨を行い受診率の向上を目指す必要があ
る

12

・被保険者は婦人科の受診率が高い水準で安定的に推移していたが、コロナ
禍での受診控えで低迷した。
・被扶養者は健診受診率と比例して婦人科検診の受診率が上昇していたが、
40%程度までで伸び悩んでいる

 ・若い世代に自分も関係があるものだと意識付けを行う必要がある
・婦人科検診が受けやすい環境（受診方法）を検討する
・未受診者層が受けないと！と思う様な教育・意識付けをしていく必要
がある
・被保険者向けに郵送している健診案内と共に婦人科検診も案内・受診
勧奨できる仕組みを検討する



基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・拠点数が少なく、ほとんどの被保険者・被扶養者が東京近郊または広島に集中している。
・事業所数が少なく、またディスコ（グループ本体）1社でほとんどの加入者を占めている。  ・ディスコ本社（東京）と広島事業所での実施のことを中心に考えがちのため、その他

の拠点の実施計画が疎かにならないように気をつける。
2 ・30代が多く、40歳以上の割合が少なく、平均年齢が若い。  ・将来的な加入者構成を踏まえ、生活習慣病に関わる健診結果の改善事業を検討する。

3 ・健保には医療専門職はいないが、各事業主医療職とコラボする関係性が築けている。  ・新規事業実施前には事業主医療専門職に相談しながら企画をしているが、PDCAを回す
上で、効果測定報告を随時行い、医療専門職の専門知識をふまえて計画を立てる。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 特定健診の実施率は高めの水準となっているが、特定保健指導は被扶養者の実施率が低い  特定保健指導の対象者がぜひ参加したいと思えるコース設定をする必要がある

2 20代，30代が多いが健康な人向けの健康施策が少ない  健診数値が基準内であっても、加齢によるリスク増加に備えて、若い世代であっても健
康への意識付けをし、適切な生活習慣を身につけておく必要がある

3 事業主側と協力して健康施策を実施してきたが、コロナ禍で中断してしまったこともあり、
改善すべき健康リスクがある  事業所や勤務地毎に職場環境や健康リスク状況が異なるため、事業主側と問題点を共有

しながら協力し、健康施策を企画、実施していきたい
4 コロナ禍で低迷した被扶養者の健診や婦人科検診等のがん検診の受診率が2022年度にようや

く戻った  がん検診は出来れば毎年、何かあったとしても2年に1度は受診してもらえるように検診
の必要性を理解してもらう必要がある
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5 特定保健指導や重症化予防プログラムなどの申込みやオンライン面談を社内ツールを使用で
きるようにしたことで参加者が増えている  できるだけ社内ツールを利用出来るように委託先と調整を行ったり、社内ツールの開発

を今後も実施していく
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　職場の広報担当の設置
　予算措置なし 　健康管理事業推進委員会の開催
　予算措置なし 　健康担当部門との定期的な会議開催
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健診結果管理システム
　予算措置なし 　意識調査の実施
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被扶養者）
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　社内報
　保健指導宣伝 　ホームページ
　保健指導宣伝 　医療費明細
　保健指導宣伝 　柔道整復師利用適正化
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品利用促進
　保健指導宣伝 　健診予約管理システム
　保健指導宣伝 　データ分析
　疾病予防 　定期健診
　疾病予防 　被扶養者健診（40歳未満）
　疾病予防 　婦人科検診（被保険者）
　疾病予防 　婦人科検診（被扶養者）
　疾病予防 　人間ドック補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　オプション検査補助
　疾病予防 　腎症重症化予防プログラム
　疾病予防 　シニア健康生活プログラム
　疾病予防 　禁煙支援プログラム
　疾病予防 　歯科健診補助
　疾病予防 　事業所別健康促進イベント
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
・健診受診率のさらなる向上および健診後の二次検査受診向上を目指す
・生活習慣病や歯科などの予防的治療の定期受診を推奨し、重症化および医療費削減を目指す
・予防・早期発見・早期治療が可能ながん検診の受診率を向上させ、医療費を適正化させる

事業全体の目標事業全体の目標
・生活習慣病関連疾患の対象者および医療費削減のため、特定保健指導や重症化予防のプログラムの参加率を向上させる
・予防のための歯科健診や健康意識を高める施策を事業主とコラボして実施していく
・乳がん、子宮頸がん検診の啓発活動をおこない、受診率を向上させる
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職場環境の整備職場環境の整備
567 0 600 0 0 0

保
健
指
導
宣
伝

1,5 既
存

職場の広報担
当の設置

母体企
業 男性

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ケ

・健保からお知らせした
い保健事業の案内等を職
場の広報担当から周知を
してもらう

ア

・広報担当は任意の職場
にて設定しているが、工
場など、元々健保からの
案内を確認してもらいに
くいところには、必ず設
定する

・全社的な健康事業につ
いて広報担当に職場内で
の周知を依頼する

・全社的な健康事業につ
いて広報担当に職場内で
の周知を依頼する

・全社的な健康事業につ
いて広報担当に職場内で
の周知を依頼する

・全社的な健康事業につ
いて広報担当に職場内で
の周知を依頼する

・全社的な健康事業につ
いて広報担当に職場内で
の周知を依頼する

・全社的な健康事業につ
いて広報担当に職場内で
の周知を依頼する

・保健事業の参加率を向上させる
・保健事業の認知度を向上させる

・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

広報依頼回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：5回　令和9年度：5回　令和10年度：6回　令和11年度：7回)お知らせで
発信した内容であっても、個人レベルにまで周知してもらうため、広報担当に周知をさらに依頼する回数：7回

保健事業認知率(【実績値】48.3％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：53％　令和8年度：56％　令和9年度：59％　令和10年度：61％　令和11年度：65％)意識調査での全員対象の制度平均認知度：65%
以上
※R5度時点で開始済の保健事業（全員対象分）について

0 0 0 0 0 0

予
算
措
置
な
し

1,2 既
存

健康管理事業
推進委員会の
開催

母体企
業 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ オ,ケ,サ

・委員のレベルアップお
よび職場への展開のため
、健保や会社が実施して
いる健康事業の進捗・結
果共有、健診結果・レセ
プトデータ分析結果共有
、医療職からのトレンド
セミナー、各部署からの
健康活動を共有する
・健保や会社が実施して
いる健康事業について、
効果的な事業にするため
の意見をもらう

ア,イ,ウ,サ
各部門の部課長クラスお
よび各事業所の健康管理
部門を委員に設定。役員
にも参加してもらってい
る

委員の発表する健康活動
について、他部署でも実
際に展開してもらう
※発表テーマは年度内に実
施している健康事業に関
連するものや健康課題に
関するもの

委員の発表する健康活動
について、他部署でも実
際に展開してもらう
※発表テーマは年度内に実
施している健康事業に関
連するものや健康課題に
関するもの

委員の発表する健康活動
について、他部署でも実
際に展開してもらう
※発表テーマは年度内に実
施している健康事業に関
連するものや健康課題に
関するもの

委員の発表する健康活動
について、他部署でも実
際に展開してもらう
※発表テーマは年度内に実
施している健康事業に関
連するものや健康課題に
関するもの

委員の発表する健康活動
について、他部署でも実
際に展開してもらう
※発表テーマは年度内に実
施している健康事業に関
連するものや健康課題に
関するもの

委員の発表する健康活動
について、他部署でも実
際に展開してもらう
※発表テーマは年度内に実
施している健康事業に関
連するものや健康課題に
関するもの

・委員の健康事業に対する意識や知識を高
め、職場での健康活動を積極的に展開して
もらう
・健保や会社が実施している健康事業につ
いて、効果的な事業にするための意見を活
発に出してもらう

・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある
・被保険者の特定健診は事業主側
と共同で実施していることもあり
、受診率が高い
・被扶養者の特定健診は受診促進
に対策を打っているため、かなり
受診率が高くなったが、コロナ禍
の受診控えで2020年度に大幅に減
った

年間開催回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)委員会の開
催件数：1回以上（委員会開催以外でも委員全員とメール等での意見交換や意見聴衆も含む）

満足度の高い事例件数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2件　令和7年度：2件　令和8年度：2件　令和9年度：3件　令和10年度：3件　令和11年度：3件)委員会での発表内容で委員が各職場にてぜひ共有した
い・展開したいと思う事例：3件以上

0 0 0 0 0 0

1,3,4 既
存

健康担当部門
との定期的な
会議開催

母体企
業 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ イ,ウ,ク,ケ

,サ
・月１回、全事業所の健
康担当者とテレビ会議で
実施

ア,イ,サ

・事業所毎に実施する保
健事業に関して、実施前
、実施後（必要に応じて
実施期間中）に効果的・
効率的な事業が実施出来
るように担当者と打ち合
わせを行う
・進捗なども含め、状況
共有を徹底してお互いに
行い、お互いの状況を把
握している状態を目指し
ている

１つの事業所で、社員の
健康意識向上や健康増進
のための新しい施策を企
画・実施する

１つの事業所で、社員の
健康意識向上や健康増進
のための新しい施策を企
画・実施する
※前年の実績を踏まえて計
画する

１つの事業所で、社員の
健康意識向上や健康増進
のための新しい施策を企
画・実施する
※前年の実績を踏まえて計
画する

１つの事業所で、社員の
健康意識向上や健康増進
のための新しい施策を企
画・実施する
※前年の実績を踏まえて計
画する

１つの事業所で、社員の
健康意識向上や健康増進
のための新しい施策を企
画・実施する
※前年の実績を踏まえて計
画する

１つの事業所で、社員の
健康意識向上や健康増進
のための新しい施策を企
画・実施する
※前年の実績を踏まえて計
画する

・効果的・効率的な事業が実施出来るよう
に、事業所毎に実施する保健事業に関して
、実施前、実施後（必要に応じて実施期間
中）に担当者と打ち合わせを行う
・社員の健康意識向上や健康増進のため、
共同事業を毎年新規に企画し、実施する

・コロナ前の2019年度と比較する
と2020年度〜2021年度はコロナ禍
での受診控えにより医療費が減少
している
・呼吸器、歯科、新生物が経年の
医療費でみてもトップ３
・60歳以上が一人あたり医療費が
もっとも高い
・医療費は15歳〜30歳までが少な
い
・被保険者の特定健診は事業主側
と共同で実施していることもあり
、受診率が高い
・被扶養者の特定健診は受診促進
に対策を打っているため、かなり
受診率が高くなったが、コロナ禍
の受診控えで2020年度に大幅に減
った

打ち合わせ実施回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：15回　令和8年度：15回　令和9年度：18回　令和10年度：18回　令和11年度：2
0回)事業所毎に実施する保健事業に関して、実施前、実施後（必要に応じて実施期間中）に打ち合わせを開催回数：20回以上

新規共同事業導入件数(【実績値】2件　【目標値】令和6年度：2件　令和7年度：2件　令和8年度：2件　令和9年度：2件　令和10年度：2件　令和11年度：2件)定期的な意見交換により、新規共同事業（年度のイ
ベント含む）実施件数：2件以上

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,3 既
存

健診結果管理
システム 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ イ,ウ,エ,キ

,ク,シ

・どの健診受診方法で受
診しても、全てこのシス
テムに登録され、また医
療職により二次検査受診
歴も登録されるため、受
診状況の確認が出来る
・全ての健診結果が登録
されているため、健診結
果を元にした保健事業の
対象者を抽出できる
・経年の健診結果や基準
を超えているものが色付
きで見えるなど、見える
化がされ、一年中いつで
も確認できる

ア,イ,カ

・全ての健診結果がこの
システムに登録できるよ
うにしている
・健診結果だけではなく
、事業主側が実施してい
るストレスチェックや長
時間残業のデータも登録
されているため、事業主
側医療職が様々なデータ
を合わせて指導ができる

・前年度の意識調査を踏
まえて、広報を検討・実
施する
・年度はじめの健診受診
案内時以外にも、健診結
果管理システムについて
広報する

・前年度の意識調査を踏
まえて、広報を検討・実
施する
・年度はじめの健診受診
案内時以外にも、健診結
果管理システムについて
広報する

・前年度の意識調査を踏
まえて、広報を検討・実
施する
・年度はじめの健診受診
案内時以外にも、健診結
果管理システムについて
広報する

・前年度の意識調査を踏
まえて、広報を検討・実
施する
・年度はじめの健診受診
案内時以外にも、健診結
果管理システムについて
広報する

・前年度の意識調査を踏
まえて、広報を検討・実
施する
・年度はじめの健診受診
案内時以外にも、健診結
果管理システムについて
広報する

・前年度の意識調査を踏
まえて、広報を検討・実
施する
・年度はじめの健診受診
案内時以外にも、健診結
果管理システムについて
広報する

・健診結果から生活習慣改善につなげても
らえるよう、健診を受診した後だけではな
く、利用者がシステムを活用し、改善すべ
き項目や内容がわかる状態にする

・被保険者の特定健診は事業主側
と共同で実施していることもあり
、受診率が高い
・被扶養者の特定健診は受診促進
に対策を打っているため、かなり
受診率が高くなったが、コロナ禍
の受診控えで2020年度に大幅に減
った
・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

37
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健診結果管理システム案内(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回
)健診結果管理システムの利用方法や使える機能について紹介：年2回以上

システム利用度(【実績値】34.1％　【目標値】令和6年度：35％　令和7年度：40％　令和8年度：40％　令和9年度：45％　令和10年度：45％　令和11年度：50％)意識調査での健診結果管理システム利用度：50
%以上
※意識調査での「健診結果管�システムを�たことがある」の肯定回答率

0 0 0 0 0 0

予
算
措
置
な
し

1,2,5 既
存

意識調査の実
施

母体企
業 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ エ,サ

・毎年社内アンケートツ
ールを使用し会社PCおよ
び会社i-phone等を使用し
て回答してもらう
・集計結果は社内ツール
をつかって、共有する
・PCを個人で持っていな
い人向けには、会社i-pho
neから回答可能

シ

・社内ツールを使って回
答依頼をするため、就業
時間内で回答可能
・PCを個人で持っていな
い人にも回答してもらう
ため、社内のアンケート
ツールから会社i-phoneか
ら回答

・認知度が低い事業１つ
以上について、認知度を
上げるため、新しい施策
をうつ
・健診事業について、利
用者が使いやすくなるよ
うに１つ以上改善を行う

・認知度が低い事業１つ
以上について、認知度を
上げるため、新しい施策
をうつ
・健診事業について、利
用者が使いやすくなるよ
うに１つ以上改善を行う

・認知度が低い事業１つ
以上について、認知度を
上げるため、新しい施策
をうつ
・健診事業について、利
用者が使いやすくなるよ
うに１つ以上改善を行う

・認知度が低い事業１つ
以上について、認知度を
上げるため、新しい施策
をうつ
・健診事業について、利
用者が使いやすくなるよ
うに１つ以上改善を行う

・認知度が低い事業１つ
以上について、認知度を
上げるため、新しい施策
をうつ
・健診事業について、利
用者が使いやすくなるよ
うに１つ以上改善を行う

・認知度が低い事業１つ
以上について、認知度を
上げるため、新しい施策
をうつ
・健診事業について、利
用者が使いやすくなるよ
うに１つ以上改善を行う

・健康意識および保健事業の理解度を毎年
確認して推移を確認することで、注力すべ
き事業を洗い出すため
・取り組んだ施策の結果、保健事業の理解
度や認知度、健康意識がどのように変化し
たかを確認するため

・男女の構成がどの年代もバラン
スしている
・25代後半〜40代がボリュームゾ
ーン
・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

意識調査回答率(【実績値】57.8％　【目標値】令和6年度：60％　令和7年度：61％　令和8年度：62％　令和9年度：63％　令和10年度：64％　令和11年度：65
％)意識調査の回答率：75%以上 健康意識率(【実績値】78.1％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：81％　令和8年度：82％　令和9年度：83％　令和10年度：84％　令和11年度：85％)意識調査での健康意識率：85%以上

個別の事業個別の事業
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3 既
存

特定健康診査
（被扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ ア,イ,エ,キ

,ケ

・被保険者に被扶養者が
未受診・見申込であるこ
とを知らせ、家族に受診
勧奨をしてもらうための
ディスインセンティブ制
度を実施
・提携の健診代行機関よ
り健診案内と共に健診受
診状況、二次検査受診状
況確認を実施（郵送と電
話）
・指定医療機関以外で受
診した健診・がん検査結
果（勤務先、市区町村、
通院先等）の結果も回収
（実費がかかっていた場
合には、補助あり）
・事業所の健診担当者に
依頼して巡回健診での家
族向けの健診の実施運用
をしてもらっている
・指定医療機関での健診
は、健診予約管理システ
ムで使用して、受診登録
ができる

ア,カ

・事業所の健診担当者に
依頼して巡回健診での家
族向けの健診の実施運用
をしてもらっている
・巡回健診を実施する事
業所においては、被保険
者に対して事業所の健診
担当者から家族向けの受
診勧奨の案内を出しても
らっている
・健診案内と共に健診受
診状況、二次検査受診状
況確認を健診代行機関よ
り実施（郵送と電話）

・対象者全員への受診予
定確認調査郵送及び委託
先からの電話による受診
勧奨を実施
・被保険者への被扶養者
未受診ディスインセンテ
ィブも同様に実施
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・引き続き対象者全員へ
の受診予定確認調査郵送
及び委託先からの電話に
よる受診勧奨は昨年度計
画と同様に実施
・被保険者への被扶養者
未受診ディスインセンテ
ィブも同様に実施
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・引き続き対象者全員へ
の受診予定確認調査郵送
及び委託先からの電話に
よる受診勧奨は昨年度計
画と同様に実施
・被保険者への被扶養者
未受診ディスインセンテ
ィブも同様に実施
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・引き続き対象者全員へ
の受診予定確認調査郵送
及び委託先からの電話に
よる受診勧奨は昨年度計
画と同様に実施
・被保険者への被扶養者
未受診ディスインセンテ
ィブも同様に実施
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・引き続き対象者全員へ
の受診予定確認調査郵送
及び委託先からの電話に
よる受診勧奨は昨年度計
画と同様に実施
・被保険者への被扶養者
未受診ディスインセンテ
ィブも同様に実施
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・引き続き対象者全員へ
の受診予定確認調査郵送
及び委託先からの電話に
よる受診勧奨は昨年度計
画と同様に実施
・被保険者への被扶養者
未受診ディスインセンテ
ィブも同様に実施
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・健診の受診案内・受診勧奨を継続し、「
健診は毎年受けて当たり前」という意識に
なってもらい、受診勧奨がなくても毎年受
けてもらえる様になる
・特定保健指導検査項目が不足しているケ
ースが散見されるので、受診率だけではな
く、健診の受診項目にも注目し、必要な検
査を受診してもらえるようにする
・健診により、早期に疾病リスクを発見し
、治療・健康維持につなげてもらう

・被保険者の特定健診は事業主側
と共同で実施していることもあり
、受診率が高い
・被扶養者の特定健診は受診促進
に対策を打っているため、かなり
受診率が高くなったが、コロナ禍
の受診控えで2020年度に大幅に減
った
・特定健診対象の40歳以上の受診
勧奨の成果か、40歳以上は高い受
診率だが、40歳未満の受診率は低
い
・コロナ禍での受診控えで、2020
年度の受診率が大幅に下がった。
その後回復傾向になる。
・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

受診勧奨回数(【実績値】6回　【目標値】令和6年度：6回　令和7年度：6回　令和8年度：6回　令和9年度：6回　令和10年度：6回　令和11年度：6回)被保険者ま
たは被扶養者向けの受診勧奨回数：6回以上

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5.2％　令和7年度：5％　令和8年度：4.9％　令和9年度：4.8％　令和10年度：4.7％　令和11年度：4.5％)内臓脂肪症候群該当者割合：4.5%
※R4年度：5.4%

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：81％　令和8年度：82％　令和9年度：83％　令和10年度：84％　令和11年度：85％)被扶
養者の特定健診実施率：85%
※R4年度：77.4%

-

0 0 0 0 - 0

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被保険者） 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,任意
継続者

３ エ,キ,ク,ケ
,サ

健診事業は全て事業主側
との共同事業で実施（指
定医療機関健診（人間ド
ック・定期健診）、巡回
健診）

ア,カ

・事業主側が運営してい
る巡回健診で特定健診項
目を実施
・35歳以上が受診できる
人間ドックでも特定健診
項目を実施
※費用は定期健診・人間ド
ックに計上

・巡回健診・人間ドック
として実施
・前年の問い合わせを踏
まえ、健診案内をわかり
やすく改善する

・巡回健診・人間ドック
として実施
・前年の問い合わせを踏
まえ、健診案内をわかり
やすく改善する

・巡回健診・人間ドック
として実施
・前年の問い合わせを踏
まえ、健診案内をわかり
やすく改善する

・巡回健診・人間ドック
として実施
・前年の問い合わせを踏
まえ、健診案内をわかり
やすく改善する

・巡回健診・人間ドック
として実施
・前年の問い合わせを踏
まえ、健診案内をわかり
やすく改善する

・巡回健診・人間ドック
として実施
・前年の問い合わせを踏
まえ、健診案内をわかり
やすく改善する

・事業主と共同実施している巡回健診・人
間ドックの中に特定健診項目を組み入れて
いるため、受診率は高い状態を維持出来て
いるが、受診方法が様々あるためのデメリ
ットとして、被保険者が制度をしっかり理
解できていないことから、特定健診検査項
目が不足することがあるため、正しく理解
してもらい項目漏れがないことを目指す

・被保険者の特定健診は事業主側
と共同で実施していることもあり
、受診率が高い
・被扶養者の特定健診は受診促進
に対策を打っているため、かなり
受診率が高くなったが、コロナ禍
の受診控えで2020年度に大幅に減
った
・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：97％　令和7年度：97％　令和8年度：97％　令和9年度：98％　令和10年度：98％　令和11年度：98％)被保
険者の特定健診実施率：98%
※R4年度：97.7%

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：11％　令和7年度：10.8％　令和8年度：10.6％　令和9年度：10.4％　令和10年度：10.2％　令和11年度：10％)内臓脂肪症候群該当者割合：10%
※R4年度：11.1%

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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特
定
保
健
指
導
事
業

4 既
存 特定保健指導 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 ３ ア,エ,オ,キ

,ク,ケ,サ

・対象者は複数のコース
から希望するコースを選
択する
・目標達成時には社内通
貨を利用したインセンテ
ィブを付与
・オンライン面談は社内
のWeb会議システムを使
用

ア,ウ

・社員向けには面談時間
を就業時間内に実施
・社員向けの実施につい
ての日程調整や参加者の
フォローは事業主側の保
健師に依頼
・外部専門会社に保健指
導を委託
・特定保健指導対象の家
族向けには健診委託会社
から指導の案内を送付す
る

・対象者が受けやすく、
前向きに参加したくなる
ようコースの見直し
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・対象者が受けやすく、
前向きに参加したくなる
ようコースの見直し
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・対象者が受けやすく、
前向きに参加したくなる
ようコースの見直し
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・対象者が受けやすく、
前向きに参加したくなる
ようコースの見直し
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・対象者が受けやすく、
前向きに参加したくなる
ようコースの見直し
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・対象者が受けやすく、
前向きに参加したくなる
ようコースの見直し
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・参加者が少ないため、参加希望者を増や
す施策を打ち、前向きに参加する対象者で
実施率を向上させる
・生活習慣病予防のため、特定保健指導対
象者を減少させる

・コロナ禍の2022年度は実施率が
大幅に下がった
・被保険者は目標値程度の実施率
だが、被扶養者の実施率が他健保
と比較しても低い
・特定保健指導の対象者割合は他
健保と比較すると低い水準を維持
している

プログラム案内送付率(【実績値】95％　【目標値】令和6年度：95％　令和7年度：95％　令和8年度：95％　令和9年度：95％　令和10年度：95％　令和11年度
：95％)被扶養者の対象者へのヘルスアップ支援プログラムの案内送付：95％以上
※喪失者・海外滞在者は除く

特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：14.3％　令和7年度：14.1％　令和8年度：13.9％　令和9年度：13.6％　令和10年度：13.4％　令和11年度：13％)特定保健指導対象者割合：13%
※R4年度：14.6%　特定保健指導対象者数386名/特定健診受診者数2,643名

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：55％　令和7年度：56％　令和8年度：57％　令和9年度：58％　令和10年度：59％　令和11年度：60％)
特定保健指導実施率：60%
※R4年度：51.6%

特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：28％　令和7年度：28％　令和8年度：29％　令和9年度：29％　令和10年度：29％　令和11年度：30％)特定保健指導によ
る特定保健指導対象者の減少率：30%
※R4年度：27.8%

0 0 0 0 0 0

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存 社内報 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ２ サ

・事業主が発行している
社内報内に健保のページ
として掲載

ア,サ
・事業主が発行している
社内報に健保の記事とし
てページを使わせてもら
っている

・5月の意識調査が認知度
が良くなかった事業につ
いて、紹介記事を出す
・新しい事業や理解度を
高めた事業に関する記事
を掲載する

・5月の意識調査が認知度
が良くなかった事業につ
いて、紹介記事を出す
・新しい事業や理解度を
高めた事業に関する記事
を掲載する

・5月の意識調査が認知度
が良くなかった事業につ
いて、紹介記事を出す
・新しい事業や理解度を
高めた事業に関する記事
を掲載する

・5月の意識調査が認知度
が良くなかった事業につ
いて、紹介記事を出す
・新しい事業や理解度を
高めた事業に関する記事
を掲載する

・5月の意識調査が認知度
が良くなかった事業につ
いて、紹介記事を出す
・新しい事業や理解度を
高めた事業に関する記事
を掲載する

・5月の意識調査が認知度
が良くなかった事業につ
いて、紹介記事を出す
・新しい事業や理解度を
高めた事業に関する記事
を掲載する

・必ず全社員に配付される媒体のため、目
に止めてもらえる様に紙面や内容を工夫し
、健康意識の向上を目指す

・男女の構成がどの年代もバラン
スしている
・25代後半〜40代がボリュームゾ
ーン

意識調査での制度認知度（全制度平均）(【実績値】48.3％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：53％　令和8年度：56％　令和9年度：59％　令和10年度：
61％　令和11年度：65％)意識調査での制度認知度（全制度平均）：65%以上
※R5年度時点で開始済の保健事業（全社員対象）について

健康意識率(【実績値】78.1％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：81％　令和8年度：82％　令和9年度：83％　令和10年度：84％　令和11年度：85％)意識調査での健康意識率：85%以上

- - - - - -

5 既
存 ホームページ 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ

・全ての保健事業や健保
の案内をHP上に網羅し、
健診サイトなど必要なサ
イトへのリンクも付けて
いる

ウ
・HPの管理は委託先に依
頼し、法改正などの変更
を間違えることがないよ
うしている

・毎年HPのページをわか
りやすくなるように改定
する
・社内で保健事業を案内
するする際に、HPのリン
クを付けて周知する

・毎年HPのページをわか
りやすくなるように改定
する
・社内で保健事業を案内
するする際に、HPのリン
クを付けて周知する

・毎年HPのページをわか
りやすくなるように改定
する
・社内で保健事業を案内
するする際に、HPのリン
クを付けて周知する

・毎年HPのページをわか
りやすくなるように改定
する
・社内で保健事業を案内
するする際に、HPのリン
クを付けて周知する

・毎年HPのページをわか
りやすくなるように改定
する
・社内で保健事業を案内
するする際に、HPのリン
クを付けて周知する

・毎年HPのページをわか
りやすくなるように改定
する
・社内で保健事業を案内
するする際に、HPのリン
クを付けて周知する

・HPを見たことがない人が半数近くいるた
め、有益な情報がHPに載っているという広
報を行い、加入者が「健保のことでわから
なかったらHPを見ればわかる！」状態を目
指す

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

必要に応じて改修するため
(アウトプットは設定されていません)

HP利用度(【実績値】27.0％　【目標値】令和6年度：65％　令和7年度：66％　令和8年度：67％　令和9年度：68％　令和10年度：69％　令和11年度：70％)意識調査でのHP閲覧度：70%以上
※「健保のホームページを�たことがある」の肯定回答率

- - - - - -

2,5 既
存 医療費明細 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,サ

・事業主の人事システム
と同様のシステムを使用
し、4半期毎に医療費通知
PDFを掲載している

ア
・社員にとって馴染みが
ある事業主の人事システ
ムと同様のシステムを使
っている

・紙配付件数を減らす仕
組みを検討、実施してみ
る

・紙配付件数を減らす仕
組みを検討、実施してみ
る

・紙配付件数を減らす仕
組みを検討、実施してみ
る

・紙配付件数を減らす仕
組みを検討、実施してみ
る

・紙配付件数を減らす仕
組みを検討、実施してみ
る

・紙配付件数を減らす仕
組みを検討、実施してみ
る

・事業主の人事システムに掲載することで
紙配布を減らしたが、確定申告用の年間医
療費通知での紙配布希望者が多いため、紙
配付の工数を減らす

・高血圧症、糖尿病、脂質異常症
の対象者が増えている
・2020年度に脳血管疾患の高額レ
セが発生したが、その後は落ち着
いている
・生活習慣病レセプト発生者一人
あたり医療費額は落ち着いている
・利用状況照会を開始した2014年
度からは利用件数および金額が大
幅に減少・維持している
・2020年度〜2022年度はコロナ禍
での受診控えが発生した

改善施策実施(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)紙配付削減
のための改善施策の実行回数：1回

医療費通知閲覧率(【実績値】45.6％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：52％　令和8年度：54％　令和9年度：56％　令和10年度：58％　令和11年度：60％)意識調査での医療費通知閲覧率：60%以上
※R4年度：48.6％
※「医療費通知を�たことがある」の肯定回答率

- - - - - -

2,5 既
存 柔道整復師利

用適正化 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員

１ キ,ク
・照会状況について定期
的に確認をおこない、過
度な利用が見受けられる
ものは個別にヒアリング
を実施している

ク ・専門会社に委託して利
用照会を行っている

・今まで利用したことが
ない人でも、もし利用す
る際にも正しく利用して
もらえる様にするため柔
整利用者以外にも啓発を
行う
・年度での過度な利用が
見受けられるケースは個
別にヒアリングを行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・今まで利用したことが
ない人でも、もし利用す
る際にも正しく利用して
もらえる様にするため柔
整利用者以外にも啓発を
行う
・年度での過度な利用が
見受けられるケースは個
別にヒアリングを行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・今まで利用したことが
ない人でも、もし利用す
る際にも正しく利用して
もらえる様にするため柔
整利用者以外にも啓発を
行う
・年度での過度な利用が
見受けられるケースは個
別にヒアリングを行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・今まで利用したことが
ない人でも、もし利用す
る際にも正しく利用して
もらえる様にするため柔
整利用者以外にも啓発を
行う
・年度での過度な利用が
見受けられるケースは個
別にヒアリングを行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・今まで利用したことが
ない人でも、もし利用す
る際にも正しく利用して
もらえる様にするため柔
整利用者以外にも啓発を
行う
・年度での過度な利用が
見受けられるケースは個
別にヒアリングを行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・今まで利用したことが
ない人でも、もし利用す
る際にも正しく利用して
もらえる様にするため柔
整利用者以外にも啓発を
行う
・年度での過度な利用が
見受けられるケースは個
別にヒアリングを行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・今後も継続して啓発を続けることで適正
利用を継続してもらう

・利用状況照会を開始した2014年
度からは利用件数および金額が大
幅に減少・維持している
・2020年度〜2022年度はコロナ禍
での受診控えが発生した

確認調査回答率(【実績値】86.7％　【目標値】令和6年度：84％　令和7年度：85％　令和8年度：86％　令和9年度：87％　令和10年度：88％　令和11年度：90
％)確認調査回答率：月平均90%以上
※R4年度：82.7％

給付費月額平均伸び率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10％　令和7年度：9％　令和8年度：8％　令和9年度：7％　令和10年度：6％　令和11年度：5％)給付費の月額平均がR5平均と比較して、上昇率が5%
以下であること
R4年度柔道整復給付費（被保険者＋被扶養者平均）：154.4千円

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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2,7 既
存

ジェネリック
医薬品利用促
進

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ケ,サ

・事業主と作成したジェ
ネリックの正しい使い方
の動画を社内LAN上に公
開
・新入社員にジェネリッ
クの説明とジェネリック
シールを配付

ア
・事業主と作成したジェ
ネリックの正しい使い方
の動画は勤務時間中に確
認可能

・新人研修で、ジェネリ
ックについて説明し、ジ
ェネリックシールを配付
する
・健康広報担当を通じて
、ジェネリック適正利用
動画を職場で見てもらう
等、ジェネリックの周知
活動を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・新人研修で、ジェネリ
ックについて説明し、ジ
ェネリックシールを配付
する
・健康広報担当を通じて
、ジェネリック適正利用
動画を職場で見てもらう
等、ジェネリックの周知
活動を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・新人研修で、ジェネリ
ックについて説明し、ジ
ェネリックシールを配付
する
・健康広報担当を通じて
、ジェネリック適正利用
動画を職場で見てもらう
等、ジェネリックの周知
活動を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・新人研修で、ジェネリ
ックについて説明し、ジ
ェネリックシールを配付
する
・健康広報担当を通じて
、ジェネリック適正利用
動画を職場で見てもらう
等、ジェネリックの周知
活動を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・新人研修で、ジェネリ
ックについて説明し、ジ
ェネリックシールを配付
する
・健康広報担当を通じて
、ジェネリック適正利用
動画を職場で見てもらう
等、ジェネリックの周知
活動を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・新人研修で、ジェネリ
ックについて説明し、ジ
ェネリックシールを配付
する
・健康広報担当を通じて
、ジェネリック適正利用
動画を職場で見てもらう
等、ジェネリックの周知
活動を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・ジェネリックについて正しい知識を持っ
てもらい、前向きに、適正に利用してもら
える様にする

・厚労省統計と比較すると数量ベ
ースで若干ジェネリックの使用率
が低い
・厚労省統計と比較すると金額ベ
ースでジェネリックの使用率が高
い

新入社員への説明率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：90％　令和7年度：90％　令和8年度：90％　令和9年度：90％　令和10年度：90％　令和11年度：
90％)新入社員へのジェネリックの説明率：90%以上

ジェネリック利用率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：83％　令和7年度：83％　令和8年度：83％　令和9年度：84％　令和10年度：84％　令和11年度：85％)ジェネリック利用率（利用割合）：85%以上
※R5年3月時点：82.4％

- - - - - -

3 既
存

健診予約管理
システム 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ エ,ケ

・指定医療機関の予約後
、健診予約の社内ツール
に登録することで、受診
券の発行（随時発行）、
予約内容の事後確認、受
診後の結果提出・受診料
の事後精算不要

ア

・指定医療機関との契約
・精算代行を外部に委託
・健診は事業主との共同
事業で実施しているため
、事業主側も必要なタイ
ミングで予約・受診状況
を確認出来る

・前年の問い合わせ等か
ら、利用者の利便性向上
のための施策を検討・導
入する
・前年の問い合わせ等か
ら、利用方法案内を改善
する

・前年の問い合わせ等か
ら、利用者の利便性向上
のための施策を検討・導
入する
・前年の問い合わせ等か
ら、利用方法案内を改善
する

・前年の問い合わせ等か
ら、利用者の利便性向上
のための施策を検討・導
入する
・前年の問い合わせ等か
ら、利用方法案内を改善
する

・前年の問い合わせ等か
ら、利用者の利便性向上
のための施策を検討・導
入する
・前年の問い合わせ等か
ら、利用方法案内を改善
する

・前年の問い合わせ等か
ら、利用者の利便性向上
のための施策を検討・導
入する
・前年の問い合わせ等か
ら、利用方法案内を改善
する

・前年の問い合わせ等か
ら、利用者の利便性向上
のための施策を検討・導
入する
・前年の問い合わせ等か
ら、利用方法案内を改善
する

・健診予約管理システムの利便性を向上さ
せ、指定医療機関の利用率を向上させる

・被保険者の特定健診は事業主側
と共同で実施していることもあり
、受診率が高い
・被扶養者の特定健診は受診促進
に対策を打っているため、かなり
受診率が高くなったが、コロナ禍
の受診控えで2020年度に大幅に減
った
・被保険者は婦人科の受診率が高
い水準で安定的に推移していたが
、コロナ禍での受診控えで低迷し
た。
・被扶養者は健診受診率と比例し
て婦人科検診の受診率が上昇して
いたが、40%程度までで伸び悩ん
でいる
・特定健診対象の40歳以上の受診
勧奨の成果か、40歳以上は高い受
診率だが、40歳未満の受診率は低
い
・コロナ禍での受診控えで、2020
年度の受診率が大幅に下がった。
その後回復傾向になる。

予約管理システム利用率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：42％　令和8年度：44％　令和9年度：46％　令和10年度：48％　令和11年度：5
0％)予約登録ツール利用率：50%以上
※指定医療機関健診のみのツール利用率（R4年度：38.75％）

指定医療機関利用率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：86％　令和8年度：87％　令和9年度：88％　令和10年度：89％　令和11年度：90％)指定医療機関利用率：90%以上
※R4年度利用率（巡回健診除く健診件数中の指定医療機関利用件数）：83.9％

- - - - - -

1,3,4,
5

新
規 データ分析 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,エ,キ

,ク

・健診結果・レセプト結
果を経年で、他健保との
比較を含め分析し、自健
保の立ち位置や健康課題
の状況（取り組んだ保健
事業の成果確認含め）を
確認
・組合会、理事会、健康
管理事業推進委員会で共
有し、当健保の健康課題
の状況を事業主側と共有

ア,ウ

・健診結果・レセプト結
果を経年で、他健保との
比較を含め分析し、自健
保の立ち位置や健康課題
の状況を確認
・健診結果・レセプト結
果からデータ分析を行い
、課題の抽出や保健事業
の実施成果の確認、保健
事業対象者の抽出を行う

・興味を引くような分析
内容について他社事例等
を参考に学び、自健保で
取り入れられそうな分析
を行う
・分析の共有で使用する
グラフなどの見せ方を工
夫し、わかりやすいもの
に改善する

・興味を引くような分析
内容について他社事例等
を参考に学び、自健保で
取り入れられそうな分析
を行う
・分析の共有で使用する
グラフなどの見せ方を工
夫し、わかりやすいもの
に改善する

・興味を引くような分析
内容について他社事例等
を参考に学び、自健保で
取り入れられそうな分析
を行う
・分析の共有で使用する
グラフなどの見せ方を工
夫し、わかりやすいもの
に改善する

・興味を引くような分析
内容について他社事例等
を参考に学び、自健保で
取り入れられそうな分析
を行う
・分析の共有で使用する
グラフなどの見せ方を工
夫し、わかりやすいもの
に改善する

・興味を引くような分析
内容について他社事例等
を参考に学び、自健保で
取り入れられそうな分析
を行う
・分析の共有で使用する
グラフなどの見せ方を工
夫し、わかりやすいもの
に改善する

・興味を引くような分析
内容について他社事例等
を参考に学び、自健保で
取り入れられそうな分析
を行う
・分析の共有で使用する
グラフなどの見せ方を工
夫し、わかりやすいもの
に改善する

・事業主側にとって興味深かったり、行動
変容が起こる様な分析データを共有してい
く

・高血圧症、糖尿病、脂質異常症
の対象者が増えている
・2020年度に脳血管疾患の高額レ
セが発生したが、その後は落ち着
いている
・生活習慣病レセプト発生者一人
あたり医療費額は落ち着いている
・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

分析結果の共有(【実績値】3回　【目標値】令和6年度：3回　令和7年度：3回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：4回)組合会、
理事会、健康管理事業推進委員会、など事業主が参加している会議での分析結果の共有：4回以上

事業主の新規事業導入回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)分析結果の共有を元に、事業主側が新しい健康
事業に着手したり、既存の事業を見直したりした回数：２回以上

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

40
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疾
病
予
防

3 既
存 定期健診 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ イ,オ,ケ,サ

・受診・予約状況を定期
的に確認し、受診率を安
全衛生委員会・幹部会で
報告し、受診勧奨をして
いる
・結果データを分析し、
事業所毎の健康課題を共
有、対策を検討・取り組
んでいる
・大腸がん検査（便潜血
検査）や前立腺がん検査
（50歳以上男性へのPSA
検査）も含めた検査項目
を指定・推奨項目として
設定
・過去分を含め、健診結
果管理システムに結果を
経年管理し、基準超え項
目が見える化されている

ア,イ,カ

・社内で実施する巡回健
診は事業主側が健診運営
を行っている（費用は安
衛法上の項目が事業主負
担、それ以外が健保負担
）
・社内巡回健診について
は、就業時間内での受診
・健診は健診医療機関に
外部委託

・各巡回健診会場での所
要時間の測定を行い、短
縮できるよう改善する
・検査項目毎のリスクや
改善方法についての情報
提供・教育を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・各巡回健診会場での所
要時間の測定を行い、短
縮できるよう改善する
・検査項目毎のリスクや
改善方法についての情報
提供・教育を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・各巡回健診会場での所
要時間の測定を行い、短
縮できるよう改善する
・検査項目毎のリスクや
改善方法についての情報
提供・教育を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・各巡回健診会場での所
要時間の測定を行い、短
縮できるよう改善する
・検査項目毎のリスクや
改善方法についての情報
提供・教育を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・5年に1度の全員へのAB
C検診を実施
・検査項目毎のリスクや
改善方法についての情報
提供・教育を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・各巡回健診会場での所
要時間の測定を行い、短
縮できるよう改善する
・検査項目毎のリスクや
改善方法についての情報
提供・教育を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・法定健診と合わせての健診（人間ドック
も含め）のため、被保険者が受診するのは
もちろん、ただ受診するだけではなく、受
診後、再検査・精密検査となった項目につ
いては二次検査受診を、悪化している項目
については生活習慣改善ができるよう、ヘ
ルスリテラシー向上を目指す
・就業時間内で受診している健診のため、
適正な時間で健診を実施し、無駄な時間が
ないようにする

・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

改善回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)巡回健診での受
診者や会社側の意見をもとに、実施方法を改善する：年2回以上
（会社側担当者や健診委託先と改善案を検討し、実施する）

健診所要時間(【実績値】-　【目標値】令和6年度：0.5時間　令和7年度：0.5時間　令和8年度：0.5時間　令和9年度：0.5時間　令和10年度：0.5時間　令和11年度：0.5時間)ひとりが巡回健診にかかる所要時間（
受付から最終検査終了まで）の最長時間：0.5時間
※R4年度：0.5時間

- - - - - -

3 既
存

被扶養者健診
（40歳未満） 全て 男女

20
〜
39

被扶養
者 １ イ,キ,ケ

・指定医療機関での健診
は、健診予約管理システ
ムで使用して、受診登録
ができる
・指定以外で受診した健
診・がん検査結果（勤務
先、市区町村、通院先等
）の結果も回収（実費が
かかっていた場合には、
補助あり）
・事業所の健診担当者に
依頼して巡回健診での家
族向けの健診の実施運用
をしてもらっている

ア,カ

・事業所の健診担当者に
依頼して巡回健診での家
族向けの健診の実施運用
をしてもらっている
・被保険者向けに事業所
の健診担当者から家族向
けの受診勧奨の案内を出
してもらっている

・健診案内を改善して、
見てすぐに受診方法がわ
かる案内にする
・健診の大切さを理解し
てもらうための広報を行
う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・健診案内を改善して、
見てすぐに受診方法がわ
かる案内にする
・健診の大切さを理解し
てもらうための広報を行
う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・健診案内を改善して、
見てすぐに受診方法がわ
かる案内にする
・健診の大切さを理解し
てもらうための広報を行
う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・健診案内を改善して、
見てすぐに受診方法がわ
かる案内にする
・健診の大切さを理解し
てもらうための広報を行
う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・健診案内を改善して、
見てすぐに受診方法がわ
かる案内にする
・健診の大切さを理解し
てもらうための広報を行
う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・健診案内を改善して、
見てすぐに受診方法がわ
かる案内にする
・健診の大切さを理解し
てもらうための広報を行
う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・若いうちから健診や健康への意識を高め
てもらうため、40歳前から「健診を定期的
に受けることが当たり前だ」と感じる様に
なってもらう
・健診を気軽に受けてもらえる様に、わか
りやすい健診案内にし、受診率向上を目指
す

・特定健診対象の40歳以上の受診
勧奨の成果か、40歳以上は高い受
診率だが、40歳未満の受診率は低
い
・コロナ禍での受診控えで、2020
年度の受診率が大幅に下がった。
その後回復傾向になる。

健診案内送付率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)健診案内送付率：100％

健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：42％　令和8年度：44％　令和9年度：46％　令和10年度：48％　令和11年度：50％)40歳未満受診率：50%以上
※R4年度：38％

- - - - - -

3 既
存

婦人科検診（
被保険者） 全て 女性

18
〜
74

被保険
者 ３ ウ,エ,キ,ク

,ケ,コ,サ

・巡回検診でも、かかり
つけ医でも、指定医療機
関でも受診場所は本人の
選択の自由にしている
・自治体等で受診した場
合でも、結果を提出した
場合には自己負担分を補
助

ア,カ

・巡回婦人科検診は事業
主側に運営を依頼し、就
業時間として実施
・巡回婦人科検診の実施
は健診医療機関に依頼し
、実施

・受診しやすい環境づく
り
・無関心層に検診の必要
性を理解してもらうため
の広報を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・受診しやすい環境づく
り
・無関心層に検診の必要
性を理解してもらうため
の広報を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・受診しやすい環境づく
り
・無関心層に検診の必要
性を理解してもらうため
の広報を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・受診しやすい環境づく
り
・無関心層に検診の必要
性を理解してもらうため
の広報を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・受診しやすい環境づく
り
・無関心層に検診の必要
性を理解してもらうため
の広報を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・受診しやすい環境づく
り
・無関心層に検診の必要
性を理解してもらうため
の広報を行う
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・婦人科疾患の早期発見のため、受診率向
上を目指す
・保険を利用して検査をおこなっている場
合も多いため、補助申請だけではなく、レ
セプトも確認し、本当の未受診者に対する
受診啓発を行うことを目指す

・6大がんの罹患者は少ないが、定
期的に発生する
・6大がんの中では乳がん罹患者が
多い
・被保険者は婦人科の受診率が高
い水準で安定的に推移していたが
、コロナ禍での受診控えで低迷し
た。
・被扶養者は健診受診率と比例し
て婦人科検診の受診率が上昇して
いたが、40%程度までで伸び悩ん
でいる

受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：62％　令和7年度：64％　令和8年度：66％　令和9年度：67％　令和10年度：68％　令和11年度：70％)受診率：70%
以上
※R4年度：60.2％

医療費増加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5％　令和7年度：4％　令和8年度：3％　令和9年度：2％　令和10年度：1％　令和11年度：0％)レセプト発生一人あたり医療費（乳がん・子宮頸がん）の増加
率：0%
※R4年度比較
※R4年度一人あたり平均医療費（疑い除く）：305,761円

- - - - - -

3 既
存

婦人科検診（
被扶養者） 全て 女性

20
〜
74

被扶養
者 ３ ウ,エ,キ,ク

,ケ

・検診の結果、再検査と
なった場合には、次年度
の健診状況確認時に合わ
せて受診の有無を確認し
ている
・自治体等で受診した場
合でも、結果を提出した
場合には自己負担分を補
助
・受診方法は本人の選択
の自由にしている

ア,カ

・社員向けに事業所内で
実施している巡回婦人科
検診での受診を可能とし
ている
・指定医療機関での被扶
養者健診（定期健診）で
合わせて婦人科検診を受
けられる様な健診コース
を契約している

・40歳以上には健診と共
に婦人科の受診状況確認
を実施する。また、未受
診者には、受診しない理
由を確認する
・巡回健診や指定医療機
関での健診と合わせて婦
人科検診を受診できるよ
うにする
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・40歳以上には健診と共
に婦人科の受診状況確認
を実施する。また、未受
診者には、受診しない理
由を確認する
・巡回健診や指定医療機
関での健診と合わせて婦
人科検診を受診できるよ
うにする
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・40歳以上には健診と共
に婦人科の受診状況確認
を実施する。また、未受
診者には、受診しない理
由を確認する
・巡回健診や指定医療機
関での健診と合わせて婦
人科検診を受診できるよ
うにする
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・40歳以上には健診と共
に婦人科の受診状況確認
を実施する。また、未受
診者には、受診しない理
由を確認する
・巡回健診や指定医療機
関での健診と合わせて婦
人科検診を受診できるよ
うにする
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・40歳以上には健診と共
に婦人科の受診状況確認
を実施する。また、未受
診者には、受診しない理
由を確認する
・巡回健診や指定医療機
関での健診と合わせて婦
人科検診を受診できるよ
うにする
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・40歳以上には健診と共
に婦人科の受診状況確認
を実施する。また、未受
診者には、受診しない理
由を確認する
・巡回健診や指定医療機
関での健診と合わせて婦
人科検診を受診できるよ
うにする
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・婦人科疾患の早期発見のため、受診率向
上を目指す

・6大がんの罹患者は少ないが、定
期的に発生する
・6大がんの中では乳がん罹患者が
多い
・被保険者は婦人科の受診率が高
い水準で安定的に推移していたが
、コロナ禍での受診控えで低迷し
た。
・被扶養者は健診受診率と比例し
て婦人科検診の受診率が上昇して
いたが、40%程度までで伸び悩ん
でいる

受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：43％　令和7年度：45％　令和8年度：47％　令和9年度：50％　令和10年度：52％　令和11年度：55％)受診率：55%
以上
※R4年度：41.7%

医療費増加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5％　令和7年度：4％　令和8年度：3％　令和9年度：2％　令和10年度：1％　令和11年度：0％)レセプト発生一人あたり医療費（乳がん・子宮頸がん）の増加
率：0%
※R4年度比較
※R4年度一人あたり平均医療費（疑い除く）：513,495円

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3 既
存

人間ドック補
助 全て 男女

35
〜
74

被保険
者 ３ イ,ウ,エ,キ

,ケ

・定期健診と合わせて、
予約状況・受診状況を定
期的に確認し、受診率を
安全衛生委員会・幹部会
で報告し、受診勧奨をし
ている
・がん検査も含めた検査
項目を指定・推奨項目と
して設定
・結果データを分析し、
事業所毎の健康課題を共
有、対策を検討し、取り
組んでいる
・過去分を含め、健診結
果管理システムに結果を
経年管理し、基準超え項
目が見える化されている
・35歳以上は定期健診と
人間ドックとでどちらを
受診するかを選択するこ
とができる

ア,イ,カ

・人間ドックについては
事業主側と共同実施とし
て行っている
・指定医療機関を設定し
、契約代行、健診結果取
りまとめ、費用精算まで
を委託している

・早期受診インセンティ
ブ実施状況を元に改善案
を検討・実施する
・指定医療機関受診率を
向上させる施策（受診者
が多い医療機関と契約す
る等）を検討・導入する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・早期受診インセンティ
ブ実施状況を元に改善案
を検討・実施する
・指定医療機関受診率を
向上させる施策（受診者
が多い医療機関と契約す
る等）を検討・導入する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・早期受診インセンティ
ブ実施状況を元に改善案
を検討・実施する
・指定医療機関受診率を
向上させる施策（受診者
が多い医療機関と契約す
る等）を検討・導入する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・早期受診インセンティ
ブ実施状況を元に改善案
を検討・実施する
・指定医療機関受診率を
向上させる施策（受診者
が多い医療機関と契約す
る等）を検討・導入する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・早期受診インセンティ
ブ実施状況を元に改善案
を検討・実施する
・指定医療機関受診率を
向上させる施策（受診者
が多い医療機関と契約す
る等）を検討・導入する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・早期受診インセンティ
ブ実施状況を元に改善案
を検討・実施する
・指定医療機関受診率を
向上させる施策（受診者
が多い医療機関と契約す
る等）を検討・導入する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

・選択肢が多く自由度が高い分、どの検査
を受ければいいのか、手続きはどうすれば
いいのかわかりづらいところがあるので、
わかりやすく手続きが簡単な人間ドックを
目指す
・人間ドックの受診医療機関選択に自由度
があるため、受診すべき項目を受診してい
ないことがあるため、受診すべき項目をし
っかりと受診する状態を目指す
・年度内の早めの時期での受診を促し、二
次検査受診フォローや特定保健指導の実施
率向上を目指す

・6大がんの罹患者は少ないが、定
期的に発生する
・6大がんの中では乳がん罹患者が
多い
・コロナ前の2019年度と比較する
と2020年度〜2021年度はコロナ禍
での受診控えにより医療費が減少
している
・呼吸器、歯科、新生物が経年の
医療費でみてもトップ３
・60歳以上が一人あたり医療費が
もっとも高い
・医療費は15歳〜30歳までが少な
い

早期受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：42％　令和8年度：44％　令和9年度：46％　令和10年度：48％　令和11年度：50％)人間ドッ
ク受診者中の9月末までの早期受診者の割合：50%以上
※R4年度：37.9％

指定医療機関利用率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：87％　令和7年度：87％　令和8年度：88％　令和9年度：88％　令和10年度：89％　令和11年度：90％)人間ドック受診の指定医療機関利用率：90%以
上
R4年度：86.8％

- - - - - -

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助

全て 男女
0

〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ エ,ケ
・社員（被保険者）が被
扶養者家族分を社内ツー
ルを利用して手軽に補助
申請できる

ア,カ

・接種する医療機関は自
由に選択可能（事後申請
にて費用補助）
・事業所内で実施してい
る社員向けの予防接種で
も接種も可能（R2〜R5年
度はコロナ禍で家族の社
内立ち入りができないた
め、実施なし）

・接種率と実接種費用を
集計し、補助額が適切か
どうか検証し、必要に応
じて見直す
・接種率が低い事業所に
ついて、広報を行う

・接種率と実接種費用を
集計し、補助額が適切か
どうか検証し、必要に応
じて見直す
・接種率が低い事業所に
ついて、広報を行う

・接種率と実接種費用を
集計し、補助額が適切か
どうか検証し、必要に応
じて見直す
・接種率が低い事業所に
ついて、広報を行う

・接種率と実接種費用を
集計し、補助額が適切か
どうか検証し、必要に応
じて見直す
・接種率が低い事業所に
ついて、広報を行う

・接種率と実接種費用を
集計し、補助額が適切か
どうか検証し、必要に応
じて見直す
・接種率が低い事業所に
ついて、広報を行う

・接種率と実接種費用を
集計し、補助額が適切か
どうか検証し、必要に応
じて見直す
・接種率が低い事業所に
ついて、広報を行う

・事業所ではBCM対策として予防接種に力
を入れているので、被扶養者についても罹
患・重症化をさけるための接種率向上を目
指す

・コロナ前の2019年度と比較する
と2020年度〜2021年度はコロナ禍
での受診控えにより医療費が減少
している
・呼吸器、歯科、新生物が経年の
医療費でみてもトップ３
・60歳以上が一人あたり医療費が
もっとも高い
・医療費は15歳〜30歳までが少な
い

意識調査での制度認知度(【実績値】86.8％　【目標値】令和6年度：90％　令和7年度：90％　令和8年度：90％　令和9年度：90％　令和10年度：90％　令和11年
度：90％)意識調査での制度認知度での肯定回答率：90%以上
※R4年度：90.2％

接種率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：35％　令和7年度：37％　令和8年度：39％　令和9年度：41％　令和10年度：43％　令和11年度：45％)被扶養者家族の接種率:45%以上
※R4年度：29.9％

- - - - - -

3 既
存

オプション検
査補助 全て 男女

35
〜
74

加入者
全員 １ ウ,エ,キ,ケ

・健診結果管理システム
にオプション検査も管理
されて、過去の履歴も確
認可能
・法定健診を受診してい
れば、オプション検査の
みを好きな医療機関で受
診することが可能
・自治体等で実施してい
るがん健診等を受診した
場合、結果を提出しても
らえれば費用補助してい
る

ア,カ
・指定医療機関での健診
・人間ドックではオプシ
ョン検査も追加可能

・がん検診の受診率を集
計し、医療費との関連を
分析し、受診率が低い検
査について広報を行う
・オススメのオプション
検査の案内をする

・がん検診の受診率を集
計し、医療費との関連を
分析し、受診率が低い検
査について広報を行う
・オススメのオプション
検査の案内をする

・がん検診の受診率を集
計し、医療費との関連を
分析し、受診率が低い検
査について広報を行う
・オススメのオプション
検査の案内をする

・がん検診の受診率を集
計し、医療費との関連を
分析し、受診率が低い検
査について広報を行う
・オススメのオプション
検査の案内をする

・がん検診の受診率を集
計し、医療費との関連を
分析し、受診率が低い検
査について広報を行う
・オススメのオプション
検査の案内をする

・がん検診の受診率を集
計し、医療費との関連を
分析し、受診率が低い検
査について広報を行う
・オススメのオプション
検査の案内をする

・被保険者は35歳以上、被扶養者は40歳以
上で健診以外にオプション検査の補助がで
きることの認知率を向上させ、がんの早期
発見につながる
・がん検診を受診、必要な再検査を受診し
てもらうことで、早期発見・早期治療につ
なげる

・6大がんの罹患者は少ないが、定
期的に発生する
・6大がんの中では乳がん罹患者が
多い
・コロナ前の2019年度と比較する
と2020年度〜2021年度はコロナ禍
での受診控えにより医療費が減少
している
・呼吸器、歯科、新生物が経年の
医療費でみてもトップ３
・60歳以上が一人あたり医療費が
もっとも高い
・医療費は15歳〜30歳までが少な
い

意識調査での制度認知度(【実績値】75.1％　【目標値】令和6年度：78％　令和7年度：80％　令和8年度：81％　令和9年度：82％　令和10年度：83％　令和11年
度：85％)意識調査での制度認知度：85%以上
※「35歳以上の被保険者に対して、オプション検査補助をしていることを知っていますか？」の肯定回答率
※35歳以下は集計から除く

医療費増加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5％　令和7年度：4％　令和8年度：3％　令和9年度：2％　令和10年度：1％　令和11年度：0％)レセプト発生一人あたり医療費（胃がん・大腸がん・肺がん）
の増加率：0%
※R4年度比較
※R4年度の対象がん一人あたり平均医療費（疑い除く）：341,343円

- - - - - -

4 既
存

腎症重症化予
防プログラム 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,オ,ク,ケ

,サ

・2コースから対象者が希
望のコースを選択
・支援対象者のプログラ
ム期間中の検査数値や体
重の推移、服薬・医療機
関受診状況を管理
・プログラム中に月次報
告で参加状況を確認

ア,ウ

・専門機関に受診勧奨、
生活習慣改善指導を委託
・支援面談時間は就業時
間として取り扱う
・参加状況に応じて健保
が参加者フォローを行う

・希望に応じて終了後の
追加フォローアップを実
施
・リピータとなった方も
再度参加してもらえるよ
うに毎年支援会社と課題
や改善点を確認し、プロ
グラムの見直しを行う

・希望に応じて終了後の
追加フォローアップを実
施
・リピータとなった方も
再度参加してもらえるよ
うに毎年支援会社と課題
や改善点を確認し、プロ
グラムの見直しを行う

・希望に応じて終了後の
追加フォローアップを実
施
・リピータとなった方も
再度参加してもらえるよ
うに毎年支援会社と課題
や改善点を確認し、プロ
グラムの見直しを行う

・希望に応じて終了後の
追加フォローアップを実
施
・リピータとなった方も
再度参加してもらえるよ
うに毎年支援会社と課題
や改善点を確認し、プロ
グラムの見直しを行う

・希望に応じて終了後の
追加フォローアップを実
施
・リピータとなった方も
再度参加してもらえるよ
うに毎年支援会社と課題
や改善点を確認し、プロ
グラムの見直しを行う

・希望に応じて終了後の
追加フォローアップを実
施
・リピータとなった方も
再度参加してもらえるよ
うに毎年支援会社と課題
や改善点を確認し、プロ
グラムの見直しを行う

・専門家による生活習慣改善指導や受診勧
奨を受けることにより、自分の身体の状況
を正しく理解し、生活習慣の改善を図り、
重症化予防につなげる

・高血圧症、糖尿病、脂質異常症
の対象者が増えている
・2020年度に脳血管疾患の高額レ
セが発生したが、その後は落ち着
いている
・生活習慣病レセプト発生者一人
あたり医療費額は落ち着いている

プログラム参加者の終了率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　
令和11年度：100％)プログラム参加者の終了率：100%
※退職者（健保喪失者）は除く

HbA1c悪化率(【実績値】0％　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：0％　令和8年度：0％　令和9年度：0％　令和10年度：0％　令和11年度：0％)プログラム参加者のプログラム前後のHbA1c悪化率：0%

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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2,4 既
存

シニア健康生
活プログラム 全て 男女

60
〜
74

加入者
全員 １ ク

・65歳以上の加入者には
、受診勧奨および重症化
予防のため、健診二次検
査費用、歯科検診費用、
等を費用補助
・シニア層の医療費の推
移を定期的に確認

シ

・シニア向けの説明会を
する場合には、就業時間
中に実施
・案内は社内便や社内メ
ールを通じて、対象者に
アナウンス（対象者が被
扶養者家族の場合には、
社員である被保険者にも
案内）

・重症化予防補助の案内
を郵送とメール両方で案
内する
・健康維持・医療費適正
化に関する案内を送付す
る

・重症化予防補助の案内
を郵送とメール両方で案
内する
・健康維持・医療費適正
化に関する案内を送付す
る

・重症化予防補助の案内
を郵送とメール両方で案
内する
・健康維持・医療費適正
化に関する案内を送付す
る

・重症化予防補助の案内
を郵送とメール両方で案
内する
・健康維持・医療費適正
化に関する案内を送付す
る

・重症化予防補助の案内
を郵送とメール両方で案
内する
・健康維持・医療費適正
化に関する案内を送付す
る

・重症化予防補助の案内
を郵送とメール両方で案
内する
・健康維持・医療費適正
化に関する案内を送付す
る

・予防や早期受診・継続治療を支援するこ
とで、医療費の負担が高いシニア層の医療
費額の適正化を目指す

・コロナ前の2019年度と比較する
と2020年度〜2021年度はコロナ禍
での受診控えにより医療費が減少
している
・呼吸器、歯科、新生物が経年の
医療費でみてもトップ３
・60歳以上が一人あたり医療費が
もっとも高い
・医療費は15歳〜30歳までが少な
い

補助制度利用者率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：21％　令和8年度：22％　令和9年度：23％　令和10年度：24％　令和11年度：25％)重
症化予防補助について案内をした加入者のうち、利用した人の割合：25%以上
※R4年度：17.8%　18名/101名

一人あたり医療費の増加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5％　令和7年度：5％　令和8年度：5％　令和9年度：5％　令和10年度：5％　令和11年度：5％)65歳以上加入者一人あたり平均医療費の増加率：
R4年度比　5%増加までに抑える
※R4年度一人あたり医療費：203,030円

- - - - - -

2,5 既
存

禁煙支援プロ
グラム 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ア,エ,ク,ケ

,サ

・プログラムの特徴が異
なる複数コースを案内し
対象者に選択してもらう
・禁煙成功時にインセン
ティブ付与
・プログラム中に定期的
に進捗をチェックし、遅
れている場合には健保か
らリマインド
・プログラム後も喫煙継
続率を確認

ア,イ,ウ
・支援の面談時間を就業
時間中に実施
・禁煙支援については外
部専門機関に委託

・たばこの健康リスクを
周知する広報やセミナー
を実施する
・広報担当を通じたプロ
グラム参加者募集を行う

・たばこの健康リスクを
周知する広報やセミナー
を実施する
・広報担当を通じたプロ
グラム参加者募集を行う

・たばこの健康リスクを
周知する広報やセミナー
を実施する
・広報担当を通じたプロ
グラム参加者募集を行う

・たばこの健康リスクを
周知する広報やセミナー
を実施する
・広報担当を通じたプロ
グラム参加者募集を行う

・たばこの健康リスクを
周知する広報やセミナー
を実施する
・広報担当を通じたプロ
グラム参加者募集を行う

・たばこの健康リスクを
周知する広報やセミナー
を実施する
・広報担当を通じたプロ
グラム参加者募集を行う

・たばこの健康リスクについて啓発し、禁
煙したい人を支援することで喫煙率減少を
目指す

・被保険者の男性の喫煙率は他健
保より低いが、女性の喫煙率は他
健保と同等で上回っている年代も
ある。
・被保険者の喫煙率は徐々に下が
ってきてはいるが、20代前半およ
び55歳以上の喫煙率が高い

禁煙支援プログラム参加者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10人　令和7年度：10人　令和8年度：10人　令和9年度：10人　令和10年度：10人　令和11年
度：10人)禁煙支援プログラム参加者数：毎年10人以上
※R4年度：15名

喫煙率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：17％　令和7年度：16.7％　令和8年度：16.5％　令和9年度：16.3％　令和10年度：15.5％　令和11年度：15％)喫煙率：15%以下
※R4年度：17.3%

- - - - - -

3,4 新
規 歯科健診補助 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ウ,エ,ク,ケ

,サ

・被保険者が外部歯科医
院で自費診療で歯科健診
を受けてもらう（事後精
算）
・ 社員が多い事業所では
巡回での社内歯科健診を
実施

ア,カ
・社内実施の歯科健診は
事業主側が運営
・外部での歯科健診受診
の補助申請は社内のツー
ルを利用

会社側と連携して、被保
険者の工数がかからない
よう歯科健診補助（社内
歯科健診実施や社内補助
申請アプリの活用）を実
施する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

会社側と連携して、被保
険者の工数がかからない
よう歯科健診補助（社内
歯科健診実施や社内補助
申請アプリの活用）を実
施する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

会社側と連携して、被保
険者の工数がかからない
よう歯科健診補助（社内
歯科健診実施や社内補助
申請アプリの活用）を実
施する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

会社側と連携して、被保
険者の工数がかからない
よう歯科健診補助（社内
歯科健診実施や社内補助
申請アプリの活用）を実
施する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

会社側と連携して、被保
険者の工数がかからない
よう歯科健診補助（社内
歯科健診実施や社内補助
申請アプリの活用）を実
施する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

会社側と連携して、被保
険者の工数がかからない
よう歯科健診補助（社内
歯科健診実施や社内補助
申請アプリの活用）を実
施する
※前年度の実績を踏まえて
見直し

予防歯科の重要性を理解し、定期的に歯科
健診を受診し、早期治療をしてもらえるよ
うにする

・コロナ前の2019年度と比較する
と2020年度〜2021年度はコロナ禍
での受診控えにより医療費が減少
している
・呼吸器、歯科、新生物が経年の
医療費でみてもトップ３
・60歳以上が一人あたり医療費が
もっとも高い
・医療費は15歳〜30歳までが少な
い

事業所内健診実施回数(【実績値】13回　【目標値】令和6年度：10回　令和7年度：10回　令和8年度：10回　令和9年度：10回　令和10年度：10回　令和11年度
：10回)事業所内歯科健診実施回数：10回以上

歯科健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：22％　令和8年度：24％　令和9年度：26％　令和10年度：28％　令和11年度：30％)歯科健診受診率：30%以上
※R4年度：15.2％

- - - - - -

1,2,5 新
規

事業所別健康
促進イベント 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ア,エ,ク,ケ

,サ

・事業所毎の健康リスク
を事業主側と共有し、事
業主と取り組むべきテー
マを決める
・事業所毎の健康リスク
や環境に合わせた健康イ
ベントを事業主側と共同
実施する

ア,ウ,ク

・事業所毎の健康リスク
や環境に合わせて、参加
者にとって参加したいと
思えるイベントを事業主
側と企画・運用を行う
・必要に応じて、専門家
や専門会社に委託を行う

・1事業所について、事業
所毎の健康リスクを事業
所側と共有し、取り組み
テーマを決める
・テーマに応じて、イベ
ント内容を企画・検討・
実施する（参加者募集型
のイベントは事後アンケ
ートで満足度や理解度を
把握する）
※前年度の実績や事業主側
の年度健康目標を踏まえ
て見直し

・1事業所について、事業
所毎の健康リスクを事業
所側と共有し、取り組み
テーマを決める
・テーマに応じて、イベ
ント内容を企画・検討・
実施する（参加者募集型
のイベントは事後アンケ
ートで満足度や理解度を
把握する）
※前年度の実績や事業主側
の年度健康目標を踏まえ
て見直し

・1事業所について、事業
所毎の健康リスクを事業
所側と共有し、取り組み
テーマを決める
・テーマに応じて、イベ
ント内容を企画・検討・
実施する（参加者募集型
のイベントは事後アンケ
ートで満足度や理解度を
把握する）
※前年度の実績や事業主側
の年度健康目標を踏まえ
て見直し

・1事業所について、事業
所毎の健康リスクを事業
所側と共有し、取り組み
テーマを決める
・テーマに応じて、イベ
ント内容を企画・検討・
実施する（参加者募集型
のイベントは事後アンケ
ートで満足度や理解度を
把握する）
※前年度の実績や事業主側
の年度健康目標を踏まえ
て見直し

・1事業所について、事業
所毎の健康リスクを事業
所側と共有し、取り組み
テーマを決める
・テーマに応じて、イベ
ント内容を企画・検討・
実施する（参加者募集型
のイベントは事後アンケ
ートで満足度や理解度を
把握する）
※前年度の実績や事業主側
の年度健康目標を踏まえ
て見直し

・1事業所について、事業
所毎の健康リスクを事業
所側と共有し、取り組み
テーマを決める
・テーマに応じて、イベ
ント内容を企画・検討・
実施する（参加者募集型
のイベントは事後アンケ
ートで満足度や理解度を
把握する）
※前年度の実績や事業主側
の年度健康目標を踏まえ
て見直し

・対象者が楽しく、前向きに参加し、健康
意識向上や生活習慣の改善を目指す

・男女の構成がどの年代もバラン
スしている
・25代後半〜40代がボリュームゾ
ーン
・他健保と比べると健診数値は経
年で改善しており、良好な状態
・問診項目は食事が業界平均を下
回っているが、他の項目は業界平
均並み
・勤務地によって、健診結果およ
び問診結果の良い項目・悪い項目
に特徴がある

健康イベント実施回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5回　令和7年度：5回　令和8年度：5回　令和9年度：5回　令和10年度：5回　令和11年度：5回)健康
イベント実施回数：年5回以上（fitbitプログラム募集含む）
※R4年度：5回

健康意識率(【実績値】78.1％　【目標値】令和6年度：81％　令和7年度：82％　令和8年度：82％　令和9年度：83％　令和10年度：84％　令和11年度：85％)意識調査での健康意識率：85%以上
※R4年度：80.1％

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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